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非市場的な主体間相互作用を意味する“社会的相互作用”に関するエビデンスベース研究は，犯罪・教

育・労働市場等のミクロ計量経済分析を中心に 1990 年代より進展し，その後，交通分野においても社会

的迷惑行動，環境配慮行動，公共受容行動，避難行動等における他者同調等の文脈での研究が蓄積されて

きた．一方で近年，人口減少という大きな流れの中で顕在化してきた様々な土木計画的課題（団地の衰退，

公共交通の衰退，モビリティシェリングサービス等）は，特に同調行動に代表されるポジティブフィード

バックを有する社会的相互作用の影響が大きい問題と解釈できる．このような問題意識のもと，本論文で

は，福田ら(2004)，松島(2005)による先行レビューを踏まえつつ，社会的相互作用に着目したミクロ計量

経済分析の最新動向をレビューした上で，それらの知見の土木計画への応用可能性について考察する．
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1. はじめに 

 市場における価格変数を介することなく，ある主体の

行動そのものが別の主体の行動に直接的に影響を及ぼす

状況は“社会的相互作用”(Social Interaction: SI) あるいは

“非市場的相互作用”(Non-Market Interaction) と呼ばれる．

土木計画，交通計画，都市計画が対象とする様々な人間

行動（環境配慮行動，社会的な迷惑行動，新技術や環境

への適応行動，公共受容行動等）は，個人の私的動機の

みならず，集団への同調傾向や社会規範，慣習等といっ

た社会的要因にも影響を受けており，SIの影響が大きい

と見なされる現象が多数存在する 2), 3)． 

SIの影響が明示的に考慮されることで個人の意思決定

における“社会的学習”という側面が加わる（図-１）．

それにより，個人の意思決定におけるある戦略（選択）

が社会的学習によって強化され，それによって他者がそ

れに同調する傾向が加速することで，集団の選択傾向が

特定の一つの選択肢に集中するようないわゆる極化現象 

(Polarization) などが生じる．例えば自転車の駐輪等にお

いて大多数の人が放置駐輪するような状況（劣位均衡）

は，社会的に望ましいものではなく，そのような状況か

らいかにして大多数の人がルールを遵守する状況（優位

均衡）にシフトさせることが可能であるのか，という観

図-１ 社会的学習の度合い（J: 横軸）と個人利得の

明確度（b: 縦軸）に基づく意思決定の分類 1)  

不
明

瞭
明
確

b = ∞

b = 0

J =∞J = 0 個人的 社会的

模倣当て推量

合理的選択 知識ある

社会的学習

第 53 回土木計画学研究発表会・講演集

 3158

41-01



点から幾つもの研究が行われてきた． 

 上記のような個々の選択が相互に依存する状況に関し

ては，ゲーム理論が理論フレームの役割を担ってきた一

方で，近年では SI に関するエビデンスベース研究，す

なわち，観測データから SI の強さを計測したり，SI の

存在を踏まえた定量的な政策介入について検討する研究

が行われるようになってきた．SIに関するエビデンスベ

ース研究は，主として社会科学の各領域（経済学，社会

学，心理学，文化人類学）を中心に進展してきたが，特

に計量経済学では，犯罪・教育・労働市場等のミクロデ

ータベースが蓄積する中で，フォーマルな経済モデルと

リンクした実証分析を行うことを指向して，1990年代以

降に研究が飛躍的に進展した． 

一方，土木・交通分野においても，放置駐車/駐輪等

の社会的迷惑行動，自動車利用自粛等の環境配慮行動，

避難時の他者同調行動等の観点からの研究等がなされて

きた．それらの 2000 年代中頃までの研究動向に関して，

主として理論的な側面に関しては松島 4)によって，また，

実証的な側面に関しては福田ら 2)によって整理がなされ

ている．それ以降も，交通系の国際ジャーナルにおいて

“Social networks, choices, mobility, and travel”5),“Modeling 

household activity travel behavior: Examples of state of the art 

modeling approaches and research agenda”6),“Transportation and 

social interactions”7),“Inter-personal interactions and constraints in 

travel behavior within households and social networks”8)といった

特集号が相次いで組まれるなど，SIを考慮した応用研究

成果が着実に蓄積されつつある．しかしながら，交通分

野における研究は，ミクロ計量経済学分野における知見

を断片的にしか取り込みきれていないと判断せざるを得

ないものが多く，例えば，局所的相互作用と対局的相互

作用の峻別，パラメータの識別問題，均衡を考慮したモ

デルパラメータ推定（構造推定）等について，計量経済

学の最新の研究成果を踏まえた十分な検討と適切な応用

がなされているとは言い難い． 

SIを考慮した行動分析の必要性は，我が国における人

口減少という大きな流れの中でも低下することは無いと

筆者らは考えている．特に，様々な土木計画・交通計画

の現代的諸課題（例えば，団地の衰退，公共交通の衰退，

モビリティシェリングサービス等）は，同調行動に代表

されるポジティブフィードバックを有する SI の影響が

大きい問題と解釈することができるものと多く存在する

と考えられる． 

以上ののような問題意識のもと，本論文では福田ら 2)，

松島 4)による先行レビューを踏まえつつ，社会的相互作

用に着目したミクロ計量経済分析の最新動向をレビュー

した上で，それらの知見の土木計画への応用可能性につ

いて考察する． 

2. 相互作用のミクロ計量経済分析の潮流 

伝統的なミクロ計量経済モデルでは，「個人の選好は

外生的で安定しており，（市場を介した相互作用を除き）

他の意思決定主体とは独立して意思決定がなされる」と

仮定する．ここでは，このような主体間の独立性を仮定

しない一連のモデル，すなわち，ある主体の意思決定は

他の主体の意思決定に影響を与える／受けると考える一

連のモデルを，簡単に“相互作用”モデルと呼称する．

以下では，本論文において行うレビューの範囲を示した

上で，相互作用を考慮した線形モデル，離散選択モデル

の理論的側面をそれぞれ整理する． 

(1) レビューの着眼点

a) 局所的相互作用と大域的相互作用

相互作用モデルは，家族や友人といった少数の特定の

相手との相互作用を扱う局所的相互作用モデルと，個人

が属する準拠集団の全構成員から影響を受ける大域的相

互作用モデルに大別される．本論文の関心は同調行動等

のポジティブフィードバックを有する相互作用モデルに

あることから，大域的相互作用モデルに限定してレビュ

ーを進める． 

 社会ネットワーク分析で扱われる一連のモデルは，ネ

ットワークの設定次第で局所的相互作用モデルにも大域

的相互作用モデルにもなり得る．後述するように，既往

研究において，(1) ネットワークの密度がある程度高け

れば，ネットワーク内の一部の主体が行動を変化すると

他主体の行動も大きく変容するという社会的増幅効果

(social multiplier effect) が生じうること，(2) 個々人のつなが

りを表すネットワーク構造を明示的に導入した分析の方

が相互作用効果の識別可能性が高まることが知られてい

る．このことから，本論文ではネットワークを扱う既往

研究についてもレビューの対象に含める．以降でレビュ

ーする社会ネットワーク分析は，個々人のローカルな相

互作用というよりはそのマクロ的帰結である社会的増幅

効果を扱うものに限定することから，便宜上，これらの

モデルで扱われる相互作用も大域的相互作用と呼称する．

b) 大域的相互作用の類型化 

大域的相互作用が存在することは，直感的には，個人

の意思決定が，所属する準拠集団またはネットワーク内

の構成員と類似する傾向にあるという事実から容易に推

測できる．これに対して Manski9)は，このような類似性

が発現する要因として，次の三つを挙げている． 

① 内生効果 (endogeneous effects)：個人の行動傾向が集団

全体の行動結果に依存して決まる場合，内生効果が

存在する． 

② 外生効果 (exogenous effects): 個人の行動傾向が集団全

体の個人属性に依存して決まる場合，外生効果が存
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在する． 

③ 相関効果 (correlated effects): 同じ準拠集団に帰属して

いる個人が同様の行動をとる理由が，それらの個人

が類似した属性を持っているため，あるいは，個人

が同様の社会環境に直面しているためである場合，

相関効果が存在する． 

 以上のうち相関効果は，偶発的に生じた個人と集団

の行動の類似性であるため，相互作用と実質的に呼べる

のは内生効果と外生効果である．但し外生効果は属性を

介した相互作用であるため，社会的増幅が生じることは

ない．そこで本論文では，内生効果の理論的性質，及び，

その実証分析上の計測可能性に主に焦点を当てる． 

c) 内生効果の類型化 

内生効果は，(1) 他主体との関係性を記述する社会構

造，(2) ある主体が他の主体の行動や特性に関する情報

をどの程度有しているかという情報の（不）完備性等に対

する仮定の置き方により幾つかのバリエーションがある．

以下では，実証分析を行う上で重要と思われる上記二点

に着目して内生効果を分類する．なお，定式化上差異が

ないためここでは省略するが，分析結果は，準拠集団

（またはネットワーク構造）の特定化に大きく依存する
10)．また，他の主体の行動結果ではなく選好を介した相

互作用をモデル化する場合があるが 3)，本稿ではこのよ

うなケースはレビューの対象外とする． 

① 社会構造：他主体との関係性の仮定

 相互作用モデルにおいて想定される社会構造は，様々

な種類のものがあるが，ここでは，他主体との関係性を

以下の 2つの点に着目して整理する． 

(1) 他者との接続関係：個人の所属する準拠集団（グル

ープ）を想定するか [group]，個々人のつながりを表すネ

ットワークを想定するか [network] 

(2) 影響の形態：つながりを持つ他の主体の集計的な行

動に影響を受けるか [aggregate]，平均的な行動に影響を

受けるか [average] 

ここで，ݎ 番目のネットワーク ሺݎ ൌ 1,… , 	ܴ ሻ上の 

݊  人の主体によって構成される集合 ܰ  ൌ ሼ1,… , ݊ሽを

考える．また，主体 ݅  と ݆  との間の関係性を表す ݃ , を

要素として持つネットワークの隣接行列を ۵  と表記す

る．	 ݃,は，それぞれ以下のように定義される． 

(1) group–aggregate 

݃,
 : ൌ ቄ1			if	݅ , ݆ ∈ ܰ	ሺ݅ ് ݆ሻ

0			otherwise					

(2) group–average 

݃,
 : ൌ ൝

1
݊ െ 1

		if	݅, ݆ ∈ ܰ	ሺ݅ ് ݆ሻ

			0							otherwise					
	

(3) network–aggregate 

݃,
 : ൌ ൜

݀,			if	݅ 	is	connected	ݐ	݆
		0						otherwise	

(4) network–average 

݃,
 : ൌ ቐ

݃,


∑ ݃,
ೝ

ୀଵ

	if	݅ 	is	connected	ݐ	݆

	0					 			otherwise	

	

ここで ݀ ,  は主体 ݅ ݆ 間のつながりの強さを表す重み変

数である． ݃,  は ݃ ,  を行基準化した要素であり，対

応する（行基準化した）隣接行列を ۵෩ と表記する．従

って，隣接行列 ۵  を行基準化するかどうかによって，

他の主体の集計的な影響を想定するか，他の主体の平均

的な影響を想定するかが決まる．また，[network] におい

て，各ネットワーク   内ですべての主体が接続されて

いる完全ネットワーク (complete network) が形成され，か

つ，主体間の関係性が均質（すなわち，݀,	ሺ∀݅, ݆ሻ が

グループ内で一定）である場合，[group] に帰着する．従

って，[group] は [network] の特殊形とみなすことができる．

但し，[group] は field/conformity 効果としての解釈も可能で

あり，明示的に特定化された個々人間のつながりによる

相互作用を記述する [network] とは性質が異なると考える

こともできる．図-1に隣接行列を用いた上記 4種類の社

会構造を例示する． 

② 情報の（不）完備性

実証分析を進める上では，社会構造に加えて，他の主

体の特性・行動に関する情報が完備 [complete] であるか

不完備 [incomplete] であるかについて，適切な仮定をおく

必要がある． 

情報が完備である場合，主体 ݅  が，他主体の行動を規

定する構造及び要因（分析者にとって観測可能な要因 

,ିݔ  及び観測不可能な要因 ିߝ,  の両方）について，余

すところなく情報を持っていると仮定する． 

一方，情報が不完備である場合，主体 ݅  が，他主体の

行動を規定する構造及び要因に関する情報を完全には有

しておらず，他の主体の行動に対する主観的な信念 

	ॱ൫ିܡ,൯ を形成すると考える．信念 	ॱ൫ିܡ,൯ を具体的

に定めるためには，さらに，主体 ݅  が他の主体の情報を

どの程度有するかに関する仮定が必要である．様々な仮

定が考えられるが，実証分析を行う上で扱いやすい仮定

として，「主体 ݅  は，ିݔ,  及び ିߝ,  が与えられた場合

の行動，及び 		ିݔ,  については既知であるが，	ିߝ,  に

ついてはその分布のみが既知で ିߝ,  の実現値は未知で

ある」という仮定 11)が考えられる． 

③ 内生効果の種類

大域的相互作用を扱うモデルでは，特定の個人間の相

互作用ではなく，同一の準拠集団に属する他主体または

接続関係にある他主体全体から影響を受けると仮定する．

従って，上述の①社会構造，及び，②情報の（不）完備性

が定められれば，相互作用により生じる内生効果は，一
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般的に，表-1に示すスカラー変数に集約される． 

d) レビューの範囲

本論文では，相互作用の中でも内生効果を扱う研究に

焦点を当てる．特に，(1) 相互作用モデルが立脚する理

論の整理，(2) 内生効果の識別可能性，推定方法等，計

量上の課題の整理，(3) これまでの都市・交通分野にお

ける適用事例の整理を行い，今後の土木計画的課題への

応用可能性について考察する．以下では，このうち (1)，

(2)の点について，線型モデル及び離散選択モデルを対

象に整理を行う． 

(2) 相互作用を考慮した線形モデル

a) Manski(1993) モデル

社会的相互作用を扱う各種の計量経済モデルは，

Manski9) のモデル (linear-in-means モデル) を嚆矢として発展

してきた．Manski モデルは，ある一つの準拠集団 ݎ 内で

の相互作用のモデル化を試みるものである．ここで，

݅ に属する個人 ݎ ,: 準拠集団ݕ	  の行動，ݔ,: 準拠集団 ݎ 

に属する個人 ݅  の属性ベクトル，߶: 内生効果を表すパラ

メータ ൫0  ߶ ൏ 1 を仮定൯，ߛ: 外生効果を表すパラメ

ータベクトル，ߟ: 相関効果を表す準拠集団 ݎ の非観測

属性，ߝ,: 誤差項とすると，Manski モデルは以下のよう

に定式化される． 

,ݕ ൌ ,൯ݕ൫ܧ߶  ,൯ݔ൫ܧߛ  ,ݔߚ  ߟ   , (1)ߝ

ここで，ܧ൫ݕ,൯ は準拠集団 ݎ 構成員の平均的行動，

，構成員の平均的特性である．なお ݎ ൯ は準拠集団,݅ݔ൫ܧ

主体 ݅  自身の行動及び特性も含まれる点に注意されたい

（すなわち，۵෩
  ではなく ሺ۷  ۵

ሻ/݊  を隣接行列と

した定式化がなされている．ここで ۷ೝは ݊  ൈ ݊  の単

位行列）．本モデルでは group–average–complete に従う内

生効果が扱われる．但し，group の場合，incomplete と

complete で本質的に大きな違いが生じることは少ない

（個々人の信念を表す主観的な期待値と，グループ平均

を表す期待値（算術平均）の識別ができないことによ

る）． 

Manski9) は，実データを用いて構造モデルのパラメー

タを推定する際に直面する識別問題として，(1) 内生効

果 ߶，及び外生効果 ߛと，相関効果 ߟ  の識別は一般に

困難であること，(2) 相関効果がないものと仮定したと

しても，内生効果 ߶ と外生効果 ߛ を識別できないこと

を指摘している． 

以上のManskiが指摘した識別問題 (Identification Problem) 

に関しては，複数の準拠集団 ݎ を同時にモデル化したり，

隣接行列を工夫したりすることで，問題が大幅に軽減さ

れることがLee12)，Bramoullé et al.13)，Blume et al.11) によって

示されている．基本的な考え方は，Kelejian and Prucha14) の

Generalized Spatial Two-Stage Least Squaresの考え方に類似し

ており，۷, ۵෩, ۵෩, ۵෩ が線形独立かどうかによって識別可

能性が判断されるというものである（但し ۵෩  ではなく 

۵෩ である点に注意）．具体的には，Lee12) は規模に十分

なばらつきがある複数の準拠集団を分析対象とする場合，

小規模の準拠集団では大規模のそれと比べて各主体間の

相互作用が強くなるため，相関効果，外生効果及び内生

効果が識別可能であることを示している．反対に [group] 

に焦点を当てる場合，単一の準拠集団 ۵෩ を対象とした

分析では識別不可能となる（Manski モデル）．Bramoullé 

et al.13) は，Lee の研究を [network] に拡張し，ߚ߶  ߛ ് 0 

かつ ۷, ۵෩, ۵෩, ۵෩ が線形独立であれば，相関効果，外生

効果と内生効果が識別可能であることを示している．ま

た Blume et al.11) は，情報が不完備の場合における識別可

能性について検討している． 

b) [network]への展開: local-averageモデル

上述したように，隣接行列を [group] から [network] に変

更することによりモデルの識別可能性は飛躍的に高まる． 

Manski モデルを [network] に拡張した network–average–

complete を相互作用項に持つモデル（local-average モデル）

は，以下のように定義される 13), 15)． 

,ݕ ൌ ߶∑ ݃,
 ,∈ேೝሺஷሻݕ  ߛ ∑ ݃,

 ,∈ேೝሺஷሻݔ 

,ݔߚ	  ߟ  ,ߝ (2)

図-1 隣接行列による社会構造の記述例 

表-1 社会構造/情報完備性の各条件に対応する内生効果 

社会構造/情報完備性の仮定 対応する相互作用項 

group–aggergate–complete   ∑ ,∈ேೝሺஷሻݕ

group–aggergate–incomplete    ∑ ॱሺݕ,ሻ∈ேೝሺஷሻ

group–average–complete   ∑ ݃,
 ,∈ேೝሺஷሻݕ

group–average–incomplete   ∑ ݃,
 ॱሺݕ,ሻ∈ேೝሺஷሻ

network–aggergate–complete    ∑ ݃,
 ,∈ேೝሺஷሻݕ

network–aggergate–incomplete   ∑ ݃,
 ॱሺݕ,ሻ∈ேೝሺஷሻ

network–average–complete ∑ ݃,
 ,∈ேೝሺஷሻݕ

network–average–incomplete ∑ ݃,
 ॱሺݕ,ሻ∈ேೝሺஷሻ

1

2 3

[group] [network]

4 6

5 7

[a
gg

re
ga

te
]

[a
ve

ra
ge

]

1

2 3

4 6

5 7

ݎ ൌ 1 ݎ ൌ 2 ݎ ൌ 3 ݎ ൌ 1 ݎ ൌ 2

※݀, ൌ 1に固定

۵ଵ ൌ
0 1 1
1 0 1
1 1 0

۵ଶ ൌ
0 1
1 0

۵ଷ ൌ
0 1
1 0

۵ ൌ
۵ଵ  
 ۵ଶ 
  ۵ଷ

۵෨ଵ ൌ
0 .5 .5
.5 0 .5
.5 .5 0

۵෨ଶ ൌ
0 1
1 0

۵෨ଷ ൌ
0 1
1 0

۵෨ ൌ
۵෨ଵ  
 ۵෨ଶ 
  ۵෨ଷ

۵ଵ ൌ
0 1 1
1 0 1
1 1 0

۵ ൌ
۵ଵ 
 ۵ଶ

۵ଶ ൌ

0 1 1 0
1 0 1 0
1 1 0 1
0 0 1 0

۵෨ଵ ൌ
0 .5 .5
1 0 .5
.5 .5 0

۵෨ ൌ
۵ଵ 
 ۵ଶ

۵෨ଶ ൌ

0 .5 .5 0
.5 0 .5 0
.33 .33 0 .33
0 0 1 0
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本モデルは，空間計量経済分野で用いられる空間ラグ

モデルと極めて類似した構造をとる点が特徴的である．

相関効果として非観測要因 ߟ  が導入されている点が空

間ラグモデルとは異なるが，識別条件に関する議論の多

くは，空間計量経済分野の成果に依るところが大きい． 

c) [aggregate]への展開: local-aggregateモデル

Manski9)，Lee12)，Bramoullé et al.13)では，周囲の平均的な

行動から受ける影響をモデル化している．一方，街の賑

わいや交通サービス水準の維持等の状況は，周囲の集計

的な行動（需要）によって決まる．このような状況を記述

するためには，単純に式(2)の右辺第一項を network–

average–complete  からnetwork–aggergate–complete に変更した

以下のモデル（local-aggregateモデル）を用いればよい． 

,ݕ ൌ ߶∑ ݃,
 ,∈ேೝሺஷሻݕ  ߛ ∑ ݃,

 ,∈ேೝሺஷሻݔ

  ݔߚ,  ߟ  ,ߝ (3) 

式(3)と等価なモデルは Ballester et al.16) や Liu et al.17) によって

提案されているが，実証分析例はLiu et al.17) を除き極めて

限定的である．これは，[average]の場合൫۷ೝ െ ߶۵෩൯
ିଵ
は

0  ߶ ൏ 1 の範囲においては特異点を避けて計算できる

ものの，[aggregate]の場合には行基準化がなされておら

ず，0  ߶ ൏ 1 の範囲においてもそれが保証されないこ

とが理由である．この点についても空間計量経済分野に

おいて多くの知見が蓄積されている 18)． 

d) local-average, local-aggregateモデルの理論的基礎

以上では線型モデルの枠組みで相互作用を捉える一連

のモデルを紹介したが，ミクロ経済学的基礎が必ずしも

付与されていない．言い換えると，上記のモデルは構造

型ではなく誘導型としての定式化となっている．厚生分

析を可能にするためには，対応する構造型のモデルを明

示する必要がある．以下，主に Blume et al.11)を参考に，

local-average, local-aggregateモデルのミクロ経済学的基礎付

けを行う． 

ほとんどの線形モデルは，ネットワーク   上の主体 

݅ の効用最大化問題として定式化することが可能である．

具体的には，local-averageモデルの場合，以下の直接効用 

 ．を最大化する問題として定式化できる	,ݑ

,ܡ,ሺݑ ሻ ൌ ,ݕ,ߙ െ
ଵ

ଶ
,ݕ
ଶ െ ఒ

ଶ
൫ݕ, െ ∑ ݃,

 ,∈ேೝሺஷሻݕ ൯
ଶ
 (4) 

ここで 	ߣሺൌ ߶/ሺ1 െ ߶ሻሻ はパラメータ，ߙ, は内生効果

以外の影響要因をまとめた項であり，式(2) に対応する 

,ߙ  は ߛ  ∑ ݃,
 ,∈ேೝሺஷሻݔ  ,ݔ෨ߚ  ߟ  ̃,ߝ  である

（但し，ߛ ൌ ߛ/ሺ1  ߚ ,ሻߣ ൌ ෨/ሺ1ߚ   ߟ ,ሻߣ ൌ /ሺ1ߟ  

,ߝ ,ሻߣ ൌ ̃,/ሺ1ߝ   ．（ሻߣ

式(4) の右辺第一，二項は，主体の属性や行動に起因

して生じる効用を表す．一方右辺第三項は，主体の行動

が他主体の行動とは異なることによって生じる不効用を

表す．local-averageモデルでは，このような不効用が生じ

る原因として，社会的圧力 (social pressure) や社会規範 

(social norms) の存在が想定される． 

一方 local-aggregateモデルの場合，以下のような直接効

用最大化問題として定式化することができる． 

,ܡ,ሺݑ ሻ ൌ ,ݕ,ߙ െ
ଵ

ଶ
,ݕ
ଶ  ߶∑ ݃,

 ,ݕ,ݕ
ೝ
ୀଵ  (5) 

式(4) と同様，式(5) の右辺第一，二項は，主体の属性や

行動に起因して生じる効用を表す．第三項は，つながり

のある他の主体の集計的な行動に起因する効用を表す．

式より，直接つながっている主体数が多いほど，行動 

, を行うことにより得られる限界効用が高くなることݕ

が確認できる． 

以上を踏まえて式(4) 及び式(5) の均衡解を示そう．ま

ず，情報が完備であることを仮定した場合について考え

る．式(4)及び式(5)の効用最大化の一階条件から，式(2)

及び式(3)が得られる．さらに，式(2)及び式(3)は主体間

の行動がお互いに入れ子の状態になっているため，各主

体の均衡時の行動は，݊  本の連立一次方程式の解，す

なわち， 

ܡ ൌ ൫۷ೝ െ ߶۵෩൯
ିଵ
હ [local-avereage] (6) 

ܡ ൌ ൫۷ೝ െ ߶۵൯
ିଵ
હ [local-aggregate] (7) 

となる．但し上述のように，local-aggregate モデルが唯一

の解を持つためには，0  ߶ ൏ 1 ではなく，߶ が ۵ の

最大固有値の逆数の絶対値よりも小さいことが条件とな

る．local-averageモデルの場合，0  ߶ ൏ 1 を満たせば解

は唯一に定まる．なお，Ballester et al.16)により，local-

aggregateモデルにおける ܡ は社会ネットワーク分析にお

ける Katz-Bonacich 中心性と等しい ことが示されている

（[average] では行基準化されるため Katz-Bonacich 中心性

の主体間のバリエーションが無くなる）． 

次に，情報が不完備の場合，式(2)の∑ ݃,
 ,∈ேೝሺஷሻݕ

は∑ ݃,
 ॱሺݕ,ሻ∈ேೝሺஷሻ  に，式(3)の∑ ݃,

 ,∈ேೝሺஷሻݕ は

∑ ݃,
 ॱሺݕ,ሻ∈ேೝሺஷሻ  となり，式(6), (7)のように解析的

に解を求めることができない．情報が不完備の場合にお

ける内生効果 ߶，外生効果 ߛ，相関効果 ߟ  の識別可能

性は，ॱሺݕ,ሻ に対する情報集合 (information set)の与え方

に依存する．たとえば Manski9) モデルは，社会構造に対

する事前知識を全く持たない状態を仮定した不完備情報

下での network–average モデルとして解釈できる．具体的

には，社会構造に関する事前知識が無いため，式(2)の
∑ ݃,

 ,∈ேೝሺஷሻݕ  及び ∑ ݃,
 ,∈ேೝሺஷሻݔ  に対して母集

団全体の ݕ, 及び ݔ, の平均値を信念とすると仮定する．

この場合，Manskiモデルと同様に ߶，，ߛ	ߟ は識別でき

ない．一方，社会構造に対する事前知識を部分的に持つ

場合，識別可能性は高まる．例えば Lee12)のモデルは，

各主体がネットワーク 	ሺݎ ൌ 1,… , ܴሻ のうちのどのネ

ットワークに所属しているかについては事前知識を有す

るが，各ネットワーク上の個々人のつながりについては
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事前知識を持たないため，相互作用項をネットワーク 

  上のすべての主体の平均値を信念とすると仮定して

いる．情報が不完備な場合，空間計量経済分野において

蓄積されてきた識別可能性，モデルの推定可能性の知識

を直接活用することができず，むしろ，情報不完備ゲー

ムとしてモデルを解釈することでモデルの特性を整理す

ることが可能となる 11)． 

上記の local-averageモデル及び local-aggregateモデルを基

礎モデルとして，幾つかの発展的なモデルが提案されて

いる．例えば直接的な一般化として，local-averageモデル

及び local-aggregate モデルを統合した Hybrid モデルが Liu 

et al.19)により提案されている．以下では，都市・交通分

野への応用として重要と考えられる，(1) 交通コストを

導入した相互作用モデル，(2) 社会的距離及び地理的距

離を考慮した相互作用モデル，(3) 動学化を試みた相互

作用モデルを整理する．(3)を除き，以下では完備情報

を前提とする． 

e) 交通コストの導入

相互作用モデルに交通コストの導入を試みた初期の研

究としてHelsley and Zenou20)がある．彼らは，都市と郊外

からなる 2地域の状況下における訪問行動を記述するた

め，local-aggregate モデルに交通コストを加えたモデルを

提案している．具体的には，式(5)のߙ,をߨ െ ， (但しݐ

ߨ  は郊外から都市への交通コスト)とし，交ݔݐでݔݐ

通コストと訪問行動の相互依存関係の理論分析を行って

いる．大平・織田澤 21)はHelsley and Zenouのモデルを交通

ネットワークをもつ多地点モデルに拡張している．大

平・織田澤モデルの特徴は，主体ペア毎に異なる交通コ

ストの設定を可能にするため，通常採用されるノードベ

ースの隣接行列からリンクベースの隣接行列を採用して

いる点にある．これにより，完備情報下においては，

local-aggregate モデルと同様に 	ܡ  を解析的に求めること

ができる．但し，リンクベースの隣接行列は非対称行列

となるため，固有値が実数をとらない場合がある点に注

意する必要がある． 

f) 社会的距離及び地理的距離の考慮

上述の訪問行動の需要は，社会的距離だけでなく地理

的距離にも影響を受けることが想定される．交通コスト

を用いずにこのような状況を記述するモデルとして，

Del Bello et al.22) のモデルがある．このモデルでは，社会的

距離により定義された相互作用項と，地理的距離により

定義された相互作用項の二つの相互作用項が導入され，

複数の準拠集団に交差分類的に所属する状況がモデル化

される．なお，モデルの理論的特性は，通常の local-

aggregateモデルと基本的には同じである． 

g) 動学化（時間軸の導入）

最後に，時間軸を考慮したモデルとして Ioannides and

Soetevent23) を挙げる．Ioannides and Soetevent では，以下の

生涯効用の最大化問題が扱われる．

,ܡ௦,ሺݑ ሻ ൌ ∑൫ܧ ,ܡ௧,ሺݑ௧ି௦ߜ ሻஶ
௧ୀ௦ |Ψ௦൯ (8) 

ここで ߜ は時間選好率（割引率），Ψ௦ は時点 ݏ におけ

る情報集合，ݑ௧,ሺܡ, における行動から得 ݐ ሻ は時点

れる効用であり，以下のように定義される． 

,ܡ௧,ሺݑ ሻ ൌ ௧,ݕ,ߙ െ
ଵ

ଶ
ሺ1 െ ߞ െ ߶ሻݕ௧,

ଶ   

െ


ଶ
ቀݕ௧, െ ௧ିଵ,൯ቁݕ൫ܧ

ଶ

െ
థ

ଶ
൫ݕ௧, െ ∑ ݃,

 ௧ିଵ,∈ேೝሺஷሻݕ ൯
ଶ
  

∑ ݃,
 ௧ିଵ,∈ேೝሺஷሻݕ  ,߱                              (9)ݔ

本モデルでは，[group] による内生効果 ߞ と [network] に

よる内生効果 ߶ の両方が導入されているが，動学化に

おいて本質的に重要なのは，ݐ െ 1 時点における他の主

体の平均的行動を参照して ݐ 時点における行動ݕ௧,を決

める点である．これにより，時点 ݐ における効用最大化

の一階条件は以下のようになる． 

௧,ݕ ൌ ߶∑ ݃,
 ௧ିଵ,∈ேೝሺஷሻݕ    ௧ିଵ,൯ݕ൫ܧߞ

ߜ
ఊ

ೝ
ॱ൫ݕ௧ାଵ, െ ௧,൯|Ψ௧൯ݕ൫ܧ  ,ߙ        (10) 

従って，本モデルでは，ݐ時点における行動は，ݐ െ 1時

点における他の主体の行動だけでなく，一時点先の自分

自身の行動 ݕ௧ାଵ,  に対する将来期待（信念）にも影響

を受ける．なお，多くの場合，ݐ 時点においては，ݐ െ 1

時点については完全情報を仮定できるが，ݐ  1 時点に

おいては不完備であるとみなすことが自然であろう．

表-2に以上にみた相互作用を考慮した線形モデルを整

理する． 

(3) 相互作用を考慮した離散選択モデル

相互作用を考慮した離散選択モデルは，初期の段階に

おいては，統計力学的な発想にミクロ経済学的基礎を与

えることにより発展してきた．とりわけ統計力学の平均

場近似モデルをランダム効用最大化理論に基づくモデル

として位置づけた Brock and Durauf24), 25)の研究以降，線型

モデルにおいて議論されてきた識別可能性，[network]へ

の展開，[aggregate]への展開が，離散選択モデルの文脈

においてもなされている．相互作用を考慮した離散選択

モデルが線形モデルと著しく異なる点は，離散選択のモ

デルの枠組みでは複数均衡が生じうる点である．従って

実証分析においても，複数均衡が生じうるほどの強い相

互作用が存在しているかを適切に計測できるかどうかが

極めて重要になる．

a) 統計力学的モデル

統計力学的な発想に基づく初期の相互作用モデルとし

第 53 回土木計画学研究発表会・講演集

 3163



て，Föllmer26)の研究がある．Föllmer のモデルでは，ݒ 次

元の格子空間上の主体間の相互作用を記述する．具体的

には，隣接する主体とのみ相互作用を起こすと仮定する．

隣接行列を用いて表すと，例えば 3次元格子空間上（主

体数: 2ଷ ൌ 8）の主体間のつながりは以下のように表現

できる． 

۵ ൌ

ۏ
ێ
ێ
ێ
ێ
ێ
ێ
ۍ
0 1 1 0 1 0 0 0
1 0 0 1 0 1 0 0
1 0 0 1 0 0 1 0
0 1 1 0 0 0 0 1
1 0 0 0 0 1 1 0
0 1 0 0 1 0 0 1
0 0 1 0 1 0 0 1
0 0 0 1 0 1 1 ے0

ۑ
ۑ
ۑ
ۑ
ۑ
ۑ
ې

Föllmer は，個人 ݅  が ݖ, ൌ ሼെ1, 1ሽ のどちらかを選択

する確率が ൫ݖ,൯ ∝ exp൫߶ݖ, ∑ ݃,ݖ,∈ேೝ ൯ に従い，

かつ，ݒ の次元数が 2 以上の状況（すなわち，ある程度

密なネットワークの場合）において，߶ が一定の大きさ

以上になれば複数均衡が生じることを示している．この

性質は，以降の多くの相互作用を考慮した離散選択モデ

ルにおいても継承されている．但し，Föllmerのモデルは，

(i) ミクロ経済学的な基礎付けが不十分であること，(ii) 

異質性（個人の意思決定の文脈では個人間異質性）が考

慮されていないことが課題として残る．(i) については，

例えば Blume27)によりゲーム理論的な基礎付けがなされ

ている（後述する Brock and Durlauf24), 25)によるランダム効

用最大化理論に基づく理論的基礎との関係性については

Blume and Brock28)を参照されたい）． 

(ii) については，Glaseser et al.29)の研究が示唆的である．

Glaseser et al.は，個人 ݅  は近隣の ݅ １ とのみつながって

いる次のような隣接行列を持つ状況において生じる相互

作用について考察している（但し，݊ 番目の主体は1番

目の主体と接続する円環ネットワークを仮定している）． 

۵ ൌ

ۏ
ێ
ێ
ێ
ۍ
0 1 0 0 0
0 0 1 0 0
0 0 0 1 0
0 0 0 0 1
1 0 0 0 ے0

ۑ
ۑ
ۑ
ې

Glaeser et al.のモデルは，主体݅の効用 ܷ , ൌ ்݇ሺሻݖ, 

߶்ሺሻ ݃,ݖିଵ, が 0より大きいとき ݖ, ൌ 1，0以下のと

き ݖ, ൌ െ1 をとる状況を想定する．ここで効用 ܷ ,の

第一項は私的効用，第二項は他者との相互作用により生

じる効用を表す．さらに，主体のタイプ ܶ ሺ݅ሻ として，

次の三つのタイプがランダムに直線上に配置されると仮

定する：(1)  Type 0: ݇ ்ሺሻ ൏ 0, ߶்ሺሻ ൌ 0（私的効用が負

で相互作用無し），Type 1: ݇ ்ሺሻ  0, ߶்ሺሻ ൌ 0（私的効

用が正で相互作用無し），Type 2: ݇ ்ሺሻ ൌ 0, ߶்ሺሻ  0

（私的効用が 0で相互作用有）．Glaeser et al.は，以上の

設定においては， (1) Type 0及びType 1の主体のみで構

成される社会において，準拠集団 ݎ の集計的行動は最も

安定すること，(2) Type 2の個人が増加するにつれ準拠集

団ݎの集計的行動は不安定になり，すべての個人がType 

2の場合，分散は無限に発散することを示している．但

し，Glaeser et al. モデルでは，選好の非観測異質性は考慮

されていない． 

b) Brock and Durlaufモデル 24), 25)

Brock and Durlaufのモデルも，その基礎は統計力学の応

用である．彼らは，平均場近似モデルに観測個人間異質

性を導入し，ランダム効用最大化理論に整合的な形で相

互作用モデルを構築した．本モデルの最大の特徴は，強

い相互作用が生じる場合に複数均衡が生じるという平均

場近似モデルの特徴を，ランダム効用最大化理論に基づ

く離散選択モデルの枠組みと整合的な形で導入した点に

ある．具体的には，以下の効用関数を仮定する． 

ܷ, ൌ ,′ߙ  ߶∑ ݃,
 ॱሺݕ,ሻ∈ேೝሺஷሻ   , (11)ߝ

ここでߝ,は誤差項であり，ガンベル分布を仮定すれば，

ロジット型の離散選択モデルが導出される．式(11)から，

本モデルは group–average–incomplete を仮定したロジット

モデルであり，completeか incompleteか等の多少の違いは

あるものの，Manskiモデルの離散選択モデル版とみなせ

る．実際，Brock and Durlauf以降の離散選択モデルの発展

は，その多くは上述した線形モデルの発展経緯と類似し

ている．離散選択モデルの他の一般化線形モデルへの拡

張も試みられているが 30), 31), 32)，本論文では紙面の都合上

レビューの対象としない．なお，複数均衡が発生する条

件については後述する． 

c) Brock and Durlaufモデル以降の展開

 Brock and Durlaufでは，group–average–incompleteが想定さ

れていた，幾つかの異なるバージョンが存在する．

Soetevent and Kooreman33)は group–average–complete を内生効

果として持つモデルを，Lee et al.34)は network–average–

incomplete を内生効果とするモデルを，Bajari et al.32)は

group–aggregate–incomplete を内生効果とするモデルをそれ

ぞれ構築している．また aggregateについては，サンプル

内の相互作用というよりはむしろ，母集団全体の相互作

用に関心があることが多いため，標本がランダムサンプ

リングされているという前提のもと母集団の相互作用を

外挿するモデリングも可能である 35)．表-3に相互作用を

考慮した離散選択モデルを整理する． 

d) 離散選択モデルの識別条件

以上で見たように，離散選択モデルにおいても，線形

モデルと類似した展開が可能である．一方，モデルの識

別条件は線形モデルとは大きく異なる．第一に，線形モ

デルとは異なり，aggregateモデル，avereageモデルともに，

内生効果 ߶ の上限値は付与されない．むしろ，内生効
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果がある閾値よりも大きい場合に複数均衡が発現するた

め，	߶  1の際のモデル特性が積極的に考察されている．

複数均衡はモデル識別においても重要な役割を果たして

おり，内生効果 ߶ が複数均衡が生じるほどに大きい場

合，モデルの識別可能性は高まることが知られている 36), 

37)．第二に，離散選択モデルの場合，Manski モデルにお

いて問題となった内生効果と外生効果の完全相関は生じ

ない．これは，内生効果が非線形となるためである 

(incomplete の場合)24)．第三に，識別可能性は，誤差分布

の仮定や選択肢間の独立性の仮定に影響を受けることが

指摘されている 36), 38)． 

 上記以外の識別条件は，基本的に線形モデルに類似し

ているといってよく（但し，通常の離散選択モデルが有

すべき条件，すなわち，効用の差分にのみ関心があるこ

と [通常，ある特定の選択肢の確定項を 0 に固定]，効用

の絶対値には意味がないこと [通常スケールパラメータ

をߠ 1に固定] が満たされていることが前提），線形モデ

ルと同様に，networkの方が groupよりも識別可能性が高

い（但し，後述するように，複数均衡の発現パターンは

networkの方が複雑になる）． 

識別条件を整理すると，まず，ߛ と ߚ の識別において

は，当然のことながら ݔ, が十分な group 内分散を有し

ている必要がある．第二に，߶ と ߛ の識別においては，

外生効果を表す変数∑ ݃,ݔ,∈ேೝሺஷሻ が十分な group間分

散を有している必要がある．第三に，ߟ  と ߶ 及び ߛ の

識別可能性については，線形モデルと基本的には同様の

条件（2. (2) a） に示したBramoullé et al.13)の条件）を考え

ればよいと考えられる．Group モデル固有の知見として

は，準拠集団のサイズがそれほど大きくない場合におい

ては，相関効果 ߟを固定効果として扱っても内生効

果・外生効果と識別可能であることが指摘されている 12)

（自らの特性や行動は，外生効果や内生効果を表す変数

に反映されないため，固定効果と外生効果・内生効果の

間にバリエーションが生じるため識別可能）．一方，準

拠集団のサイズが大きい場合，固定効果と外生効果・内

生効果の間のバリエーションが小さくなり，識別が困難

になる．この場合，ߟが他の変数と相関しないことを

仮定し，ランダム効果として処理する方法が考えられる
35)．なお，network モデルの場合，ネットワーク毎の固定

効果と外生効果・内生効果との間にバリエーションが生

じやすいので，固定効果による相関効果の表現が可能で

ある 39)．但し，通常のパネルデータ分析において知られ

ているように，固定効果モデルの場合，パラメータ数が

膨大になるという付随パラメータ問題 (incidental parameter 

problem) が生じるため 40)，network を考慮したモデルであ

ってもߟを変量効果として扱っている研究もある 34)．な

お，以上の固定効果／ランダム効果の選択基準は，線形

モデルと離散選択モデルで共通している． 

以上をまとめると，group の内生効果を仮定するモデ

ルであっても，比較的弱い仮定のもとで相関，内生，外

生効果を識別可能である． 

e) 複数均衡が生じるパラメータ条件

次に，複数均衡が生じるパラメータの条件について整

理する．ここでの要点は，(a) 線形モデルの均衡解の導

出時に用いた式(6), (7)に対応する方程式系を，離散選択

モデルにおいても定義できるかどうか，(b)方程式系と

して定義できたとして，その方程式の解をどの程度簡単

に求めることができるか，である．今回のレビューの範

囲で把握できているポイントを以下にまとめる． 

(a)については，ある特定の incomplete の仮定のもとで

は，݊  本の非線形連立方程式として定義でき，従って

不動点問題の解として均衡解は定義される．一方，

complete の場合，不動点問題として定義することすらで

きず，シミュレーション等の方法を用いて均衡解を列挙

し均衡選択メカニズムを導入するといった工夫が必要が

ある．また，complete の場合，incomplete とは異なり，準

拠集団またはネットワークの規模が大きくなるに伴い

（すなわち，相互作用が発生する相手の数の増加に伴

い），発生しうる均衡解の数が膨大になるという問題を

有する． 

(b)については，incompleteの中でも groupの内生効果を

持つ2項選択モデルの場合，݊ 本の非線形連立方程式を

1 本にまとめることができる．このとき，均衡解を幾何

的に示すことが可能である．group の内生効果を持つ多

項選択モデルの場合，選択肢数-1本の非線形連立方程式

（但し i.i.d. Gumbelを誤差分布に仮定）の解として均衡解

は定義される．networkの内生効果を持つ2項選択モデル

の場合，݊  本の非線形連立方程式の解として均衡解は

定義される． 

以下，incomplete のケースについてのみ，非線形連立

方程式及びその複数均衡が発生する条件を確認する． 

まず，group–average–incompleteの内生効果を持つ 2項ロ

ジットモデル（Brock and Durlaufモデル）の均衡解につい

て確認する．選択肢数は 2 であるので，ߙ′,＝ߙ′ଵ, െ
ଶ,′ߙ , ,  ൌ ଵ, െ ଶ, , ॱ൫ݕ,൯ ൌ ॱ൫ݕଵ,൯ െ ॱሺݕଶ,ሻ

とすると，,は以下のように記述できる． 

, ൌ ,′ߙ൫ܨ2  ߶∑ ݃,
 ॱሺݕ,ሻ∈ேೝሺஷሻ ൯ െ 1 (12) 

ここで ܨሺ∙ሻ は分布関数であり（Brock and Durlauf モデル

の場合ロジスティック分布），以降の議論ではスケール

パラメータは 1と仮定する．Brock and Durlaufモデルでは，

∑ ݃,
 ॱሺݕ,ሻ∈ேೝሺஷሻ ൌ ሺ1/݊ሻ∑ ,∈ೝ とみなしてい

る．これは，通常の incomplete を仮定した離散ゲームに

おける信念の仮定とは異なる．具体的には，多くの

incomplete 離散ゲームでは，ሺ1/݊ሻ∑ ,∈ೝ ではなく，
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ሺ1/ሺ݊ െ 1ሻሻ∑ ,∈ೝሺஷሻ を仮定する．この仮定は，

「主体 ݅  は，ିݔ,  及び ିߝ,  が与えられた場合の行動，

及び，		ିݔ,  については既知であるが，	ିߝ,  について

はその分布のみが既知で ିߝ,  の実現値は未知であると

し，その合理的期待 (Rational expectation)として主体は

ॱ൫ݕ,൯ ൌ ．,を形成する」という想定に由来している

一方Brock and Durlaufでは，自分自身の行動に対する期待

ॱ൫ݕ,൯ ൌ ,  も相互作用項に含む定式化を行っている．

このようなBrock and Durlaufの仮定は，均衡解の性質を調

べるという点において優れている． 

Brock and Durlauf モデルの均衡解は，以下の ݊  本の非

線形連立方程式の解（∗ ൌ ሺଵ∗, … , ೝ,
∗ ሻ）として与え

られる． 

,
∗ ൌ ܨ2 ቀߙ′,  ቀ

థ

ೝ
ቁ∑ ,

∗
∈ೝ ቁ െ 1 (13)

ここで ሺ1/݊ሻ∑ ,
∗

∈ೝ  は ݅ ൌ 1,… , ݊  で同一の値をと

るので，ݏ∗ ൌ ሺ1/݊ሻ∑ ,
∗

∈ೝ  と仮定すると , 
∗ ൌ

,′ߙ൫ܨ2  ൯∗ݏ߶ െ 1 となる．この式は，準拠集団のマ

クロな状態と個人のミクロな選択行動との関係を表す均

衡方程式とみなせる（図-2）．さらに，式(13) は ݏ∗ を用

いて以下のように書き換えることができる． 

∗ݏ ൌ
ଵ

ೝ
∑ ᇱ,ߙ൫ܨ2ൣ  ൯∗ݏ߶ െ 1൧∈ೝ (14)

従って，一本の非線形方程式の解として均衡解を定義で

きる．ߙᇱ, ൌ 0 の条件下においては，߶  2 のとき 2つ

の局所的に安定な解と 1 つの局所的に不安定な解が，

߶ ൏ 2 のとき局所的に安定な解が 1つ得られることが知

られている ᇱ,ߙ．(24 ് 0 のときの複数均衡解の発現条件

を明示的に示すことは困難であるが，ߙᇱ, ് 0 は個人

間異質性を増大させることを示唆しており，Glaseser et 

al.29) が示唆するように，	ߙᇱ, ് 0の場合，相互作用の影

響が相対的に小さくなり，	߶ ൏ 2 の範囲では複数均衡

は生じないことが想定される． 

以上のように，Brock and Durlaufのモデルは，均衡解の

性質を把握する上で極めて有用であるが，自分自身の行

動に対する期待 ॱ ൫ݕ,൯ ൌ ,  を相互作用項に含めてい

るため，Lee 12) の固定効果を用いた相関効果のモデル化

は不可能（識別できない）点に注意されたい．但し，

incomplete 離散ゲームで頻繁に仮定される ॱ ൫ݕ,൯ ൌ ,
を採用した場合においても類似の均衡解の性質が存在す

ることがLee et al.34)によって示されており，均衡解の解釈

はBrock and Durlaufの枠組みで，モデル推定はLee et al.の

枠組みで対応しても実証分析上大きな問題はないものと

考えられる． 

次に，groupではなく networkを扱うLee et al.34)のモデル

の均衡解の性質を調べる．Lee et al.モデルは，以下のよ

うに記述できる． 

, ൌ ,′ߙ൫ܨ2  ߶∑ ݃,
 ॱሺݕ,ሻ∈ேೝሺஷሻ ൯ െ 1 (15) 

Brock and Durlaufモデルと同様に，Lee et al.のモデルの均

衡解 ∗ ൌ ൫ଵ∗, … , ೝ,
∗ ൯ は，以下の ݊  本の非線形連立

方程式の解として与えられる． 

,
∗ ൌ ,′ߙ൫ܨ2  ߶∑ ݃,

 ,
∗

∈ேೝሺஷሻ ൯ െ 1 (16) 

本モデルでは，	∑ ݃,
 ,

∗
∈ேೝሺஷሻ  が主体間でばらつ

きがあるため，Brock and Durlaufモデルとは異なり，一本

の非線形方程式に集約できない．但し，この場合につい

ても ݊   本の非線形方程式（均衡方程式）のヤコビ行列

/,൯൫ܨ∂ ,ሺ݅	,∂ ݆ ൌ 1,… , ݊ሻ  の特性から複数均衡が

生じるかどうかを確認することができる．具体的には， 

Lee et al.34)は，Brock and Duralufのモデルと同様に，network

においても，߶ ൏ 2 の範囲においては唯一解しか持たな

いことを示している．なお，ܨሺ∙ሻ に正規分布を仮定す

る場合，誤差分散が小さくなるので，߶ ൏ のとき ߨ2√

唯一解しか持たない． 

多項ロジットモデルの場合においても同様の手続きに

よって複数均衡の発生条件を確認する．具体的には，選

択肢 ݇ ൌ 1,… , 番目のベース選択肢とその他 ܭ のうち ܭ

の選択肢との効用差を ߙ",＝ߙ′, െ ,′ߙ ,′ ,  ൌ
, െ , , ॱ ൫ݕ′,൯ ൌ ॱ൫ݕ,൯ െ ॱሺݕ,ሻ と定義し，

2 項の場合と同様に  ∑ ݃,
 ॱሺݕ′,ሻ∈ேೝሺஷሻ ൌ ሺ1/

݊ሻ∑ ,∈ೝ′  と仮定すると，均衡解は以下の ݊ ൈ
ሺܭ െ 1ሻ 本の非線形連立方程式の解として求められる． 

,
ᇱ∗ ൌ

ୣ୶୮൫ఈ"ೖ,ೝାሺథ/ೝሻ∑ ೖ,ೝ
ᇲ∗

ೕ∈ೝ ൯ିଵ

∑ ୣ୶୮ቀఈ"ೖ,ೝାሺథ/ೝሻ∑ ೖ,ೝ
ᇲ∗

ೕ∈ೝ ቁ಼షభ
ೖసభ ାଵ

(17)

この式は，式(13)と同様に相互作用項に主体間の異質

性が存在しないため，式(14)と同様の手順によって ܭ െ

1 本の連立方程式に集約できる．また，Lee et al.34)と同様

に，式(17)で定義される均衡方程式のヤコビ行列を調べ

図-2 準拠集団のマクロな状態と個人のミクロな選択行動との

関係（出典: 福田ら 2)） 

A 
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ることにより，複数均衡が生じるかどうかを確認できる．

具体的には， Brock and Durlauf41)は ߶ ൏ のとき唯一解し ܭ

かもたないことを示している．このことは，多項モデル

の方が複数均衡が生じにくいことを示唆している．

(4) 相互作用の推定

 以上にみた線形モデルと離散選択モデルの推定方法に

ついて簡単に整理する． 

a) 線形モデルの推定

まず，線形モデルの場合，モデルの式形が空間ラグモ

デルと類似しており，従ってその推定方法についても空

間ラグモデルのアナロジーを応用したものが多い．

Lee12)は，相関効果 (固定効果)，外生効果，内生効果 

(group–average–complete)を有する線形モデルに対して，条

件付き最尤法と操作変数法を用いた推定手法を提案して

いる．Lee et al.42)は，相関効果 (固定効果＋空間相関)，外

生効果，内生効果 (network–average–complete)を有する線形

モデルに対して，擬似最尤法を用いた推定手法を提案し

ている．Liu and Lee43)は，相関効果 (固定効果＋空間相関)，

外生効果，内生効果 (network–aggregate–complete)を有する

線形モデルに対して，2SLS及びGMMを用いた推定手法

を提案している．[average]とは異なり，[aggregate]では，

Katz-Bonacich 中心性を操作変数として利用できる点を指

摘している．なお，[incomplete]を扱った線形モデルは，

Hoshino44)等を除き多くは見られない．

b) 離散選択モデルの推定

離散選択モデルについては，上述したように，(1) 複

数均衡が発生する可能性があること，(2) 一般に誘導型

のモデルの導出が困難であること，が推定上の課題にな

る．まず，以下では[incomplete]の仮定のもとで，この問

題を扱う幾つかの代表的な推定方法を述べる． 

CCPs (conditional choice probabilities: two-step アプローチと

も呼ばれる)では，式(13), (16), (17)といった不動点問題を

想定し，以下の 2つの段階を経て推定する．第一段階で

は，右辺の選択確率 ,
∗  に何らかの推定量を当てはめる．

一般的は，経験分布からの推定量を当てはめる．第二段

階では，第一段階で得た推定量を所与として（すなわち，

外生変数としてみなし），最尤法等でパラメータを推定

する．CCPs は，計算時間は短いという利点があるもの

の，推定量の有効性の面では問題がある．この点を繰り

返し計算によって改善する入れ子型疑似最尤法 NPL 

(nested pseudo-likelihood)がAguirregabiria and Mira45), 46)により提

案されている．この方法では，CCPs の二段階の計算を

拡張し，二段階目の推定結果から得たモデルに基づき，

再び第一段階目の選択確率,
∗ の推定量を更新し，それ

をもとに二段階目の推定を実施するという過程を収束す

るまで計算を繰り返す．一方，Rust47)が提案している

NFXP (nested fixed point algorithm)では，最尤法のルーチン

の内部において式(13), (16), (17)の不動点問題を解く．不

動点問題の求解においては，線形モデルのように解析的

に求められる場合は計算負荷はそれほど高くないが 48)，

そうでない場合は，Picard の逐次近似法などの繰り返し

計算を最尤法の内部で用いる必要がある．この場合には，

NFXP の計算コストは高くなる．その他にも，MPEC 

(mathematical program with equilibrium constraints)として均衡解

を解く方法 49)，Bayesian MCMCを用いた推定方法 50), 51)等

が提案されている．特にBayesian MCMCを用いた方法は，

階層ベイズとして記述することで相関効果（ランダム効

果）を自然に導入できるなど，拡張性が高い．

以上の複数均衡の存在，及び誘導型の導出が困難なこ

とに由来する推定上の工夫に加えて，相関効果，外生効

果，内生効果を識別するためには，線形モデルの推定問

題と同様の工夫が求められる．基本的には，(1) NPL や

NFXP といった繰り返し計算を必要とする場合，各ステ

ップにおける計算負荷の小さい推定方法を採用する，

(2) 繰り返し計算を必要としない推定方法を採用する，

という戦略が考えられる．前者については，たとえば，

相関効果をランダム変数とする場合，線形一次近似に基

づく縮約推定量 52), 53)（この場合，解析的に縮約推定量が

算出可能）を活用する方策が考えられる 35)．ただし，縮

約推定量を繰り返し計算に含める場合，主体は，他の主

体の相関効果に関する情報も有していることを想定した

モデリングとなっている点に注意が必要である．主体は

相関効果に関する情報を持たないとする場合，縮約推定

量を除く形で繰り返し計算を実行すればよい．また，相

関効果に固定効果を指定できる場合については，通常の

NPLや NFXPをそのまま用いることができる．一方，後

者については，前述したように，Bayesian MCMC を用い

た推定が有用と考えられる．

一方，[complete]を仮定する場合，不動点問題として均

衡解は定義できないため，Berry54)や Tamer55)といった均

衡選択を推定アルゴリズム内に持つ推定方法が採用され

ることが多い．ただし，[complete] の場合，均衡解の数

は主体数の増加に伴い増加するため，とりわけ他主体を

扱う大域的相互作用のモデル化においては，(1) 主体の

取り得る戦略に条件をつける 55)，(2) 効率的に均衡解を

列挙するシミュレータを実装する 56)，といった工夫が必

要になる．大域的相互作用に限ってみれば，[complete]を

前提とすることが望ましい土木計画的課題は事象は多く

はないものと思われるため（但し，[complete]のモデルは

局所的相互作用を扱う上で極めて重要），ここでは詳細

なレビューは行わないが，たとえば Berry and Tamer57)や

Berry and Reiss58)に関連手法のレビューがなされている． 

c) 自己選択メカニズム

上記の議論においては，準拠集団・ネットワーク構造

が既知であること，また，その構造が変化しないことを
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前提としている．一方，居住地の選択，学校・職場の選

択等を通じて，所属する準拠集団・ネットワークを自ら

選択していることが想定される．このような自己選択メ

カニズム (self selection)59)が想定される状況においては， 

準拠集団・ネットワーク構造が内生的に決定されるモデ

ルを採用する等の対処が必要と考えられる．[group]を措

定する場合，準拠集団の選択モデルを同時に推定する戦

略が考えられる．準拠集団の数が多い場合であっても，

Lee60)の近似法等を使うことにより，比較的容易に拡張

することができる．[network]の場合，各主体ペアのつな

がりを直接モデル化する方法 23)と，何らかの外生変数に

基づき主体間の近接性（重み）を測定する方法 61)とが考

えられる．前者は主体ペア数が指数的に増加する点が問

題となるが，主体݆݅間がつながっている確率を推定した

後は，それを主体݆݅間のつながりの強さを表す重み݀,
として直接用いることができる．後者の場合，主体݆݅間

のつながりを直接モデル化する必要はないが，主体間の

近接性を表現する適切な外生変数を用意する必要がある． 

3. 都市・交通分野におけるSI研究の動向 

(1)  都市・交通分野の研究動向の整理の軸

本章では，都市・交通分野における社会的相互作用モ

デルを用いた実証研究の整理を行う．整理の軸は，以下

の通りである． 

A) モデルの種類

B) 実証分析の文脈 

C) 相互作用のタイプ（種類） 

D) 準拠集団の特定化 

E) 静学/動学 

F) 社会的相互作用のモデル化方法 

G) パラメータ推定方法 

 以下，それぞれの項目について説明する． 

A)：既往研究は，表-2 で示した線形モデル (linear model 

[LM]) を用いたものと，表-3 で示した離散選択モデル 

(discrete choice model [DC]) を用いたものの 2つに分類され

る．それ以外，例えば duration modelを用いた研究や順序

付けロジット／プロビットを用いた研究は，本レビュー

の対象としない 30), 31), 32)． 

B)：都市・交通分野のどのような文脈で実証分析が行わ

れているかという観点である． 

C)：個人の所属する準拠集団 (reference group) を想定する

か [group]，個々人のつながりを表すネットワークを想定

するか [network] という観点と，つながりを持つ他主体の

集計的な行動に影響を受けるとするか [aggregate]，平均

的な行動に影響を受けるとするか [average] という観点の

組み合わせである（第 2章参照）．但し，ある準拠集団

を想定した場合でも，その中の個人に異なる重みが割り

当てられる場合（例えば立地位置に基づく距離の逆数ベ

ースの重み）は，[network]に分類されるものとする．ま

た，距離 100m 以内の地点に一律の重みを与える場合の

ように，準拠集団の特定にネットワーク情報を用いる場

合も，[network] に分類されるものとする． 

D)：準拠集団をどのように特定化しているかという観点

である．ここでは，準拠集団がモデル構築に用いるサン

プル内 (in sample) であるか否かが重要となる．例えば，

ある個人の電気自動車（EV）購入行動がモデル構築に

用いるサンプル内の他者の平均的な EV 購入行動（に対

する合理的期待）から影響を受けると仮定すると，逆方

向の影響（自身の行動が他者に影響する）も存在するた

め，第 2章で説明したように imcompleteの仮定の下では

不動点問題を解く必要が出てくる．一方，その行動が県

レベルの平均的 EV 購入割合から影響を受けると仮定し

た場合，県レベルのマクロなシェアへのフィードバック

は考慮されない場合が多い．なお，以下では，サンプル

内のグループを，空間情報を用いて定義している場合は，

サンプル内（空間）（例えば市区町村ゾーンなど），社

会経済情報を用いて定義している場合は，サンプル内

（社会経済）（例えば所得階層など），グループ化しな

い場合はサンプル内（全体）と呼称する． 

E)：モデルが静学的か，動学的かという観点である．こ

こでは簡単のため，自身，他者問わず時間方向のラグ付

変数が考慮されている場合，動学的と定義する． 

F)：SIのモデル化方法については，Manski9)の分類でいう，

内生，相関，外生効果のうち，どの効果が考慮されてい

るかという観点から整理する． 

内生効果のモデル化については，Brock and Durlauf流の

SIモデルだけでなく，家庭経済学における家庭内所得分

配世帯内相互作用，行動経済学における社会的選好モデ

ルなど様々な分野で検討されてきた．これらをひとつの

論文でカバーすることは困難であるため，本章のレビュ

ー範囲は，Brock and Durlauf流のSIモデルを用いたもの，

及びそれと密接に関わるゲーム理論の実証研究（例えば

Ellickson62)），並びに空間計量経済学分野における実証

研究に限ることを予めお断りしておく． 

さて，線形モデルについては，SI分野と空間計量経済

学分野で用いられるモデルはほぼ共通している．一つの

大きな差異は，前者ではグループ（準拠集団）を考えて

グループ内のメンバーを区別せず，自身への均一の影響

を想定することが多いのに対し，後者では距離の逆数の

ように，個人毎に異なる重みを想定する点にある．この

差異に起因して相関効果の考慮の仕方も異なる．前者で

は，グループ毎のダミー変数を固定効果 (fixed effects [FE]) 

や変量効果 (random effects [RE]) として導入することが多

いのに対し，後者では誤差の空間相関 (spatial error model 
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[SEM]) として処理される場合が多い．近年では，FE と

SEMを同時に用いたモデルも提案されている (Lee et al. 42))．

但し，しばしばなされるように，自身も含めて同じグル

ープ内であれば 1，そうでないとき 0 とする۵を用いて

説明平均の文脈/外生効果をモデル化したとき，文脈/外

生効果にグループ内でバリエーションが無くなるため，

相関効果を考慮するためのFE/REと識別できなくなると

いう問題が生じる 39)．したがって実証研究においては，

力石ら 35)のように相関効果と文脈/外生効果を区別しな

い場合も多い． 

一方離散選択モデルについては，SIあるいは実証ゲー

ム理論分野と空間計量経済学分野とで相互作用のモデル

化方法が異なり，その差異が結果の解釈や必要なパラメ

ータ推定法の差異を生み出している．すなわち，前者で

は他者の行動結果 (complete information [CI] の状況) や行動

に対する主観的，あるいは合理的期待  (incomplete 

information [ICI] の状況) を自身の効用（あるいは利潤）関

数に導入するのに対し，空間計量経済モデルでは，行動 

y1 と非行動 y2 の下における効用差を u = y1–y2としたとき，

自身の効用差 uiが準拠集団内の他者 jの効用差 ujから影

響を受けるというモデル化を行う．これによって，相互

作用パラメータのとり得る範囲が限定され，面倒な複数

均衡の可能性が排除されるのが特徴的である（Kim and 

Parent63), p. 4）．  

G)：パラメータ推定法の観点からの整理である． 

(2)  都市・交通分野の研究動向の整理結果

以上のような観点から，既往研究を整理した結果を表

-4 に示す．但し，特に線形モデルの既往研究は膨大で

あるため，ここではレビューを代表的な論文に限定して

おり網羅的なものとはなっていない． 

(3)  線形モデル

 線形モデルでは，他者との接続関係を network として

考慮したもの，group として考慮したもの両者が見られ

たが，影響の形態はすべて average としてモデル化され，

aggregate として影響をモデル化された事例はレビューし

た範囲内では存在しなかった．また，他者の影響はすべ

て yjそのものからの影響として考慮されており ([CI])，

ICI を仮定した例は見当たらなかった．このような例と

して，都市・交通分野外ではHoshino44)が存在する． 

Small64)，Pinkse et al. 65)，Behrens et al. 66) は，それぞれヘド

ニック分析，空間価格競争，国際貿易の実証モデルとし

て SI モデル（空間計量経済モデル）を用いることのミ

クロ経済学的基礎を示した代表的研究である．Guiso and

Schivardi67) は，準拠集団の特定化に空間情報だけでなく，

企業セクターも考慮している．相関効果の処理について

は，FE を用いた研究と，SEM を用いた研究の両者が見

られた．Li and Lee68) (p. 265) が指摘するように，相関効果

の一部は，セルフ・セレクションによると考えられるた

め，FE/RE の導入によってセルフ・セレクション（自己

選択）バイアスは一定程度緩和されると期待される．一

方，布施・久米 69)，Ioannides and Zabel23) は，それぞれソー

シャルキャピタルの形成，住宅需要の社会的相互作用の

文脈で，Heckman59) の方法を用いて明示的に自己選択バ

イアスの修正を試みている．近年では，社会ネットワー

ク行列Gを内生化する方向で自己選択バイアスを考慮す

る研究も進展しているが (Hsieh and Lee70); Qu and Lee61))，レ

ビューの範囲内では都市・交通分野での適用事例は存在

しなかった．パラメータの推定方法としては，ML 法あ

るいは IV法を用いたものが多い． 

(4)  離散選択モデル

一方離散選択モデルでは，[network; aggregate]，[network; 

average]，[group; aggregate]，[group; average]の 4 種類の組み

合わせすべてが確認された．準拠集団は，サンプル内と

仮定したものが多く，特にサンプル内（空間）に分類さ

れるものが多い．一方He et al. 71) やOkushima72) のように社

会ネットワークを明示的に考慮した事例もある．社会ネ

ットワークは観測が容易でないため，snowball samplingの

ような包括的調査を行う必要があるが 73), 74)，それが難し

い場合には He et al. 71) や Kuwano75)のように，乱数を用い

て発生させる方法も考えられる． 

CIと ICIは同程度の割合で用いられていた．ICIでは，

他者の行動に対する主観的期待が数学的な客観的期待値

に一致するとする，いわゆる合理的期待 (Muth76)) が仮定

されることが多いが，やや強い仮定であるため，各個人

の準拠集団の規模が大きくなければ，Li and Lee68) で提案

されているように，主観的期待をアンケートで直接尋ね

ることも検討の余地が出てくると思われる． 

外生効果を考慮した研究は非常に少なく，レビューし

た範囲では Goetzke and Weinberger77)， Morrison and Lin 

Lawell78) で内生効果と外生効果の両者を同時に考慮した

モデルが採用されている程度であった．相関効果につい

ては，線形モデルと異なり，RE として処理している例

が多い．唯一Walker et al. 79) は，FEとして処理している．

無論，3.(1)で述べたとおりクロスセクションデータに

おいては，外生効果と相関効果は必ずしも分離が容易な

わけではなく 39)，このような解釈は便宜上のものとなら

ざるを得ない． 

空間計量経済学的なアプローチを用いた事例としては，

自動車工場の新規立地 (Klier and McMillen80))，ハリケーン

カトリーナ後の商店の再開 (LeSage et al. 81))，物流施設の立

地選択 (兵藤ら 82)) 等が見られた． 

また松村ら83) は，混雑した都市鉄道における出発時刻

選択について分析している．そこでは，他者の出発時刻
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選択が混雑率指標を悪化させることを通して，自身に不

効用を引き起こすというモデル化が行われている．同様

に de Grange et al. 84) は，他者の自動車選択が道路渋滞を悪

化させ，自身の旅行時間に影響するという形でのモデル

化を行っている（説明変数の SI を通した内生性の考

慮）．これらは相互作用の負の側面（混雑）に着目した

ものである一方，力石ら 35)は買物目的地選択の文脈にお

いて，にぎわい等の正の側面に着目した非市場的相互作

用のモデル化を行っている． 

パラメータ推定では ML法を用いたものが多いが，特

に ICI を仮定したモデルの場合では不動点問題を扱うた

め，2.(4)で説明した構造推定アプローチや繰り返し計

算 (Bayesian MCMC, EM algorithm, etc.) を用いているものも

存在した．松村ら 83) は NPL 推定値の収束についての感

度分析的考察も行っている．構造推定は都市・交通分野

ではまだまだ適用事例が少ないため，このような感度分

析的な考察や複数のアプローチの比較を行いながら，知

見を蓄積していくことが重要であると考えられる． 

4. おわりに 

本論文では， 2000 年代半ば以降における社会的相互

作用のミクロ計量経済分析と都市・交通分野での応用研

究の動向についてのレビューを行った．まず，理論面の

レビューより，従来からある大域的相互作用に加えて影

響主体と被影響主体を Explicit に考慮する局所的相互作

用に着目した計量モデルの研究進展が進んでおり，対象

とする社会ネットワーク構造に対応してモデル側も柔軟

な特定化ができつつあることが明らかになった．このこ

とは特に，土木計画・交通計画において SI の影響先/被

影響先がもはや匿名ではないフェーストゥフェースでの

相互依存性の実証分析をより厳密に行える可能性を示唆

するものである．また行動モデルそのものに関しても，

福田ら 2)では十分に明確にされていなかった線形モデル

に関するより詳細な理論展開が進んでいることや，パラ

メータ推定方法に関しても，構造推定アプローチやベイ

ズアプローチなど，さらなる展開が進んでいることが確

認できた．次に，以上の理論整理を行った上で，都市・

交通分野の研究動向をレビューしたところ，従来から分

析対象とされてきた領域に加えて，空間分析や社会ネッ

トワークをより明示的に考慮した分析などが進展してい

ることが確認された．本論文の貢献の一つは，2 章での

理論整理を踏まえてレビューの軸を構築した上で，3 章

において都市・交通分野の現状の研究動向をその整理に

当てはめ，どのような観点からの応用研究が多い/少な

いのかという点を一定程度まで明らかにできたことにあ

ると考えている． 

 社会的相互作用の研究は，本論文でも関連する空間経

済学研究を一部レビューしていることからも分かるよう

に，理論基盤はより一般的なものと考えることができる

だろう．それは Ioannides85)の教科書のタイトル “From 

neighboroods to nations” からも読み取ることができる．本

レビュー論文が都市・交通分野における社会的相互作用

研究のさらなる進展の一助となれば幸いである． 
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Geography, Vol. 42, pp. 122-130, 2015. 

 (2016. 4. 22 受付) 
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表
-2
 
相
互
作
用
を
考
慮
し
た
線
形
モ
デ
ル
の
例

 

著
者

効
用
関
数

߲
ଶ
ݑ 
,

ݕ߲
,

ݕ߲

,


需
要
関
数

需
要
関
数
（
行
列
表
記
）

[完
備
情
報
下
に
お
け
る
均
衡
時

の
行
動

] 

M
an

sk
i (

19
93

)9)
 

N
ot

 e
xp

lic
it

ly
 m

en
ti

on
ed

 
- 

ݕ 
,
ൌ
߶
ܧ
൫ݕ

,

൯

ܧߛ
൫ݔ

,
൯ 


ߚ
ݔ 
,

ߟ 

ߝ 
,

 
- 

L
oc

al
-a

ve
ra

ge
モ
デ
ル

(P
at

ac
ch

in
i &

 Z
en

ou
, 2

00
9;

 
B

ra
m

ou
ll

é 
et

 a
l.,

 2
00

9)
13

),
 1

5)
ݑ 
,
ሺ ܡ


,


ሻ
ൌ
ߙ
,

ݕ 
,
െ

ଵ ଶ
ݕ 
,ଶ
െ

ఒ ଶ
൫ݕ

,

െ
∑

݃ 
,




ݕ 
,

∈
ே
ೝ
ሺ
ஷ
ሻ

൯ଶ
ߣ
݃ 
,





 
ݕ 
,
ൌ
߶
∑

݃ 
,




ݕ 
,

∈
ே
ೝ
ሺ
ஷ
ሻ


ߙ
,

  

ܡ 
ൌ
൫۷

ೝ
െ
߶
۵෩


൯ି

ଵ
હ


L
oc

al
-a

gg
re

ga
te
モ
デ
ル

 
(B

al
le

st
er

 e
t a

l.,
 2

00
6;

 L
iu

 
et

 a
l.,

 2
01

2)
16

),
 1

7)
 

ݑ 
,
ሺ ܡ


,


ሻ
ൌ
ߙ
,

ݕ 
,
െ

ଵ ଶ
ݕ 
,ଶ

߶
∑

݃ 
,




ݕ 
,
ݕ 
,


ೝ

ୀ
ଵ

  
߶
݃ 
,





 
ݕ 
,
ൌ
߶
∑

݃ 
,




ݕ 
,


ೝ

ୀ
ଵ


ߙ
,

  

ܡ 
ൌ
൫۷

ೝ
െ
߶
۵


൯ି

ଵ
હ


H
yb

ri
d
モ
デ
ル

 
(L

iu
 e

t a
l.,

 2
01

4)
19

)  

ݑ 
,
ሺ ܡ


,


ሻ
ൌ
ቀߙ
 
,

′ߣ
∑

݃ 
,




ݕ 
,


ೝ

ୀ
ଵ

ቁݕ
,


െ
ଵ ଶ
ቂݕ
,
ଶ

൫ߣ
ݕ 
,
െ
∑

݃ 
,




ݕ 
,

∈
ே
ೝ
ሺ
ஷ
ሻ

൯ଶ
ቃ

′ߣ
݃ 
,


ߣ
݃ 
,

 

ݕ 
,
ൌ
߶


∑

݃ 
,




ݕ 
,


ೝ

ୀ
ଵ


߶

௩
∑

݃ 
,




ݕ 
,

∈
ே
ೝ
ሺ
ஷ
ሻ


ߙ
,


ܡ  ൌ
൫۷

ೝ
െ
߶


۵



െ
߶

௩
۵෩


൯ି

ଵ
હ


H
el

sl
ey

 a
nd

 Z
en

ou
 (

20
14

)20
)

ݑ 
,
ሺ ܡ


,


ሻ
ൌ
ݓ


ߨ
ݕ
,

െ
1 2
ݕ 
,ଶ

߶


݃ 
,

ݕ 
,
ݕ 
,


ೝ

ୀ
ଵ

 
߶
݃ 
,

 

ݕ 
,
ൌ
ߨ


߶
∑

݃ 
,

ݕ 
,


ೝ

ୀ
ଵ

  

ሺ ߨ

ൌ
ߨ
െ
ݐ 
ሻ  

ܡ 
ൌ
൫۷

ೝ
െ
߶
۵


൯ି

ଵ
ૈ

大
平
・
織
田
澤

 (
20

13
)21

)  

ݑ 
,
ሺ ܡ


,


ሻ
ൌ
ݖ 

ߨ
∑

݃ 

,



ݕ 

,


ೝ


ୀ
ଵ

െ
ଵ ଶ
∑

݃ 

,



ݕ 

,

ଶ

ೝ


ୀ
ଵ


߶
∑

ൣ݃

,



ݕ 

,
∑

݃ 
,




ݕ 

,



ೝ

ୀ
ଵ

൧

ೝ


ୀ
ଵ

 

su
bj
ec
t	t
o	
ݓ	


ൌ
ݖ 

 
∑

ݕ 

,


ೝ


ୀ
ଵ


∑

ݕ 

,
ݐ 



ೝ


ୀ
ଵ

  

߶
݃ 

,



݃ 

,





 

ቆ
߲
ଶ
ݑ 
௧,


ݕ߲

,
߲
ݕ 

,

を
計
算
ቇ

ݕ 
,

ൌ
ߨ


߶
∑

݃ 
,




ݕ 
,



ೝ

ୀ
ଵ

  

ቀߨ
 

ൌ
ߨ
െ
 
െ
ݐ 
;
ݕ 
,
ൌ
∑

ݕ 
,



ೝ

ୀ
ଵ

ቁ 

ܡ 
ൌ
൫۷

ೝ
െ
߶
۵ෙ


൯ି

ଵ
ૈ

但
し
۵ෙ


の
要
素
は

 

݃ු 
,

,

ൌ
൜݃


,
ൈ
݃ 

,

		i
f	݆
ൌ
݇

0
ot
he
rw
is
e

D
el

 B
el

lo
 e

t a
l. 

(2
01

4)
22

)  
ݑ 
,
ሺ ܡ


,

ௌ
,

ீ

ሻ
ൌ
ߙ
,
ݕ 
,
െ

ଵ ଶ
ݕ 
,ଶ

߶
ௌ
∑

݃ 
,


ௌ
ݕ 
,
ݕ 
,


ೝೄ
ವ

ୀ
ଵ



߶
ீ

∑

݃ 
,


ீ

ݕ 
,
ݕ 
,


ೝಸ
ವ

ୀ
ଵ

  (
ܦܵ

: 社
会
的
距
離
，
ܩ
ܦ

: 地
理
的
距
離

)
߶
ௌ
݃ 
,


ௌ

߶
ீ

݃ 
,


ீ


 
ݕ 
,
ൌ
߶
ௌ
∑

݃ 
,


ௌ
ݕ 
,


ೝೄ
ವ

ୀ
ଵ

  


߶
ீ

∑

݃ 
,


ீ

ݕ 
,


ೝಸ
ವ

ୀ
ଵ


ߙ
,

  

ܡ  ൌ
൫۷

ೝ
െ
߶
ௌ
۵
ௌ


െ
߶
ீ

۵
ீ

൯ି

ଵ
હ


Io
an

ni
de

s 
an

d 
So

et
ev

en
t 

(2
00

7)
23

)  

ݑ 
௦,

ሺ ܡ


,


ሻ
ൌ
ܧ
൫∑

ߜ
௧ି
௦ ݑ

௧
,
ሺ ܡ


,


ሻ

ஶ ௧ୀ
௦

|Ψ
௦
൯,

 w
he

re
 

ݑ 
௧,

ሺ ܡ


,


ሻ
ൌ
ߙ
,

ݕ 
௧,

െ

ଵ ଶ
ሺ 1
െ
ߞ
െ
߶
ሻ ݕ

௧
,

ଶ
 

െ
 ଶ
ቀݕ

௧
,
െ
ܧ
൫ݕ

௧
ି
ଵ,

൯ቁ

ଶ
 െ

థ ଶ
൫ݕ

௧
,
െ

∑
݃ 
,




ݕ 
௧ି
ଵ,


∈
ே
ೝ
ሺ
ஷ
ሻ

൯ଶ

∑

݃ 
,




ݕ 
௧ି
ଵ,


∈
ே
ೝ
ሺ
ஷ
ሻ

ݔ 
,
߱

  

(原
著
論
文
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
維
持
費
用
項
は
省
略

) 

ߞ ݊ 

߶
݃ 
,

 

ቆ
߲
ଶ
ݑ 
௧,


߲
ݕ 
௧,

ݕ߲

௧
ି
ଵ,

を
計
算
ቇ

ݕ 
௧,

ൌ
߶
∑

݃ 
,




ݕ 
௧ି
ଵ,


∈
ே
ೝ
ሺ
ஷ
ሻ


ܧߞ
൫ݕ

௧
ି
ଵ,

൯ 

 


ߜ

ఊ 
ೝ
ॱ
൫ݕ

௧
ା
ଵ,

െ
ܧ
൫ݕ

௧
,
൯|
Ψ
௧
൯

ߙ
,

 

- 

(1
)
ߙ
,

ൌ
ߛ
∑

݃ 
,

ݔ 
,

∈
ே
ೝ
ሺ 
ஷ
ሻ


ߚ
ݔ 
,

ߟ 

ߝ 
,

(外
生

効
果

，
相

関
効

果
を

反
映

し
た

定
式

化
の

場
合

);
 (

2)
ߙ 

,

ൌ
ߛ
∑

݃ 
,

ݔ 
,

∈
ே
ೝ
ሺ 
ஷ
ሻ


෨ߚ
ݔ 
,

ߟ 

ߝ ̃
,

, 
w

he
re

ߛ 
ൌ

ఊ

ଵା
ఒ
, 
ߚ
ൌ

ఉ෩

ଵା
ఒ
, 
ߟ 

ൌ
ఎ
ೝ

ଵା
ఒ
,

ߝ 
,
ൌ

 
ఌ 
,ೝ

ଵା
ఒ
 (
外
生

効
果
，
相
関
効
果
を
す
べ
て
反
映
し
た
定
式
化
の
場
合

);
 (3

) 
۷̅:

 す
べ
て
の
要
素
が

1
の
݊ 
ൈ
݊ 

行
列

; (
4)

ߣ 
ൌ
߶
/ሺ
1
െ
߶
ሻ	

; (
5)

ߙ 
,

ൌ
ݔ̅ߛ

,

ߚ
ݔ 
,

ߟ 

ߝ 
,

(最
も
一
般
的
な
場
合

);
 (6

) 
ݓ
:

 

所
得
，

(7
) 
ݐ 

: 
主
体
݅が

都
市
を
訪
問
す
る
際
に
か
か
る
交
通
コ
ス
ト
，

(8
) 
ݖ 

: 
合
成
財
の
消
費
量

; 
(9

) 
 

: 
単
位
訪
問
あ
た
り
の
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
費
用

; 
(9

) 
ݐ 
:

 主
体
݅が

主
体
݆を

訪
問
す
る
際
に
か
か
る
交

通
コ
ス
ト
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表
-3
 
相
互
作
用
を
考
慮
し
た
離
散
選
択
モ
デ
ル
の
例

 
著
者

効
用
関
数

選
択
確
率

メ
モ

F
ol

lm
er

 (
19

74
)26

)  
߶
ݖ 
,
∑

݃ 
,

ݖ 
,

∈
ே
ೝ

 

(N
ot

 e
xp

li
ci

tl
y 

m
en

ti
on

ed
) 

൫
ݖ 
,
൯
∝
ex
p൫
߶
ݖ 
,
∑

݃ 
,

ݖ 
,

∈
ே
ೝ

൯

但
し
ݖ 
,
∈
ሼെ
1,
1ሽ

 で
，
主
体
は
次ݒ

元
格
子
空
間
上
の
隣
接
す

る
他
主
体
と
相
互
作
用
を
持
つ
と
仮
定

߶
が
一
定
以
上
の
値
を
と
る
場
合
，
複
数
均
衡
が
発
現
．
観
測
個

人
間
異
質
性
は
考
慮
さ
れ
て
い
な
い
．

G
la

es
er

 e
t a

l (
19

96
)29

)

ܷ,

ൌ
݇
்
ሺ
ሻݖ
,

߶
்
ሺ 
ሻ݃


,
ݖ 
ି
ଵ,

 

（
但
し
，

 T
yp

e 
0:

 ݇
்
ሺ
ሻ
൏
0,
߶
்
ሺ 
ሻ
ൌ

0，
Ty

pe
 1

: ݇
்
ሺ
ሻ

0,
߶
்
ሺ 
ሻ
ൌ
0，

Ty
pe

 
2:

 ݇
்
ሺ
ሻ
ൌ
0,
߶
்
ሺ 
ሻ

0）

 

ݖ 
,
ൌ
൜
1	
݂݅
	
ܷ,


0

െ
1	
݂݅
	
ܷ,


0 

Ty
pe

1~
3
の
主
体
を
そ
れ
ぞ
れ
 
,
ଵ
,

ଶ
の
確
率
で
直
線
上
に
配

置
し
た
場
合
，
準
拠
集
団
のݎ

集
計
的
行
動
は
次
の
中
心
極
限
定

理
に
従
う
こ
と
を
証
明

: 
∑
௬
,
ೝ



√
ଶ

ା
ଵ
→
ܰ
ቀ0
,
ሺ ଵ
ି

ሻሺ
ଶି

గ
ሻ

గ
ቁ 

w
he

re
 
ൌ


భ


భ
ା

మ
ߨ,

ൌ
 

 ଵ
．

非
観
測
個
人
間
異
質
性
無
．
複
数
均
衡
無
．

B
ro

ck
 a

nd
 D

ur
la

uf
 

(2
00

1a
&

b,
 2

00
3)

24
),

 

25
),

 4
1)

ܷ
,
ൌ
ߙ
′ 

,


߶
∑

݃ 
,




ॱ
ሺݕ

,
ሻ

∈
ே
ೝ
ሺ 
ஷ
ሻ


ߝ 

,

, 

ߝ 

,
~
݅݅
݀
ܩ	
݉ݑ

ܾ݁
݈ሺ
0,
ߠ
ሻ 

 

,
ൌ

ex
p
൬ߠ
ቀߙ
′ 

,

߶
∑

݃ 
,




ॱ
ሺݕ

,
ሻ

∈
ே
ೝ
ሺ 
ஷ
ሻ

ቁ൰

∑
ex
p
൬ߠ

ቀߙ
′ 

,

߶
∑

݃ 
,




ॱ
ሺݕ

,
ሻ

∈
ே
ೝ
ሺ 
ஷ
ሻ

ቁ൰
 
ୀ
ଵ

ॱ
൫ݕ


,
൯:
ൌ
 

,

 

統
計
力
学
に
お
け
る
平
均
場
近
似
モ
デ
ル
に
観
測
個
人
間
異
質
性

を
導
入
し
，
ラ
ン
ダ
ム
効
用
最
大
化
理
論
と
し
て
相
互
作
用
モ
デ

ル
を
定
式
化
．
ߝ 

,
が

G
um

be
l分

布
に
従
わ
な
い
場
合
の
識
別

問
題
は

B
ro

ck
 a

nd
 D

ur
la

uf
36

) を
参
照
．
複
数
均
衡
有
．

So
et

ev
en

t a
nd

 
K

oo
re

m
an

 (
20

07
)33

)  

ܷ
,
ൌ
ߙ
′ 

,

߶
∑

݃ 
,




ݕ 

,

∈
ே
ೝ
ሺ 
ஷ
ሻ



ߝ 

,

, 

ߝ 

,
~
݅݅
݀
ܩ	
݉ݑ

ܾ݁
݈ሺ
0,
ߠ
ሻ 

 

,
ൌ

ex
p
൬ߠ
ቀߙ
′ 

,

߶
∑

݃ 
,




ݕ 

,

∈
ே
ೝ
ሺ 
ஷ
ሻ

ቁ൰

∑
ex
p
൬ߠ

ቀߙ
′ 

,

߶
∑

݃ 
,




ݕ 

,

∈
ே
ೝ
ሺ 
ஷ
ሻ

ቁ൰
 
ୀ
ଵ

B
ro

ck
 a

nd
 D

ur
la

uf
 (

20
01

)の
co

m
pl

et
e
へ
の
展
開
．

2
項
の
場
合

に
つ
い
て
検
討
．
複
数
均
衡
有
．

L
ee

 e
t a

l. 
(2

01
4)

34
)  

ܷ
,
ൌ
ߙ
′ 

,


߶
∑

݃ 
,




ॱ
ሺݕ

,
ሻ

∈
ே
ೝ
ሺ 
ஷ
ሻ


ߝ 

,

, 

ߝ 

,
~
݅݅
݀
ܩ	
݉ݑ

ܾ݁
݈ሺ
0,
ߠ
ሻ 

 

,
ൌ

ex
p
ቀߠ
൫ߙ
′ 

,

߶
∑

݃ 
,




ॱ
ሺݕ

,
ሻ

∈
ே
ೝ
ሺ 
ஷ
ሻ

൯ቁ

∑
ex
p
ቀߠ
൫ߙ
′ 

,

߶
∑

݃ 
,




ॱ
ሺݕ

,
ሻ

∈
ே
ೝ
ሺ 
ஷ
ሻ

൯ቁ
 
ୀ
ଵ

ॱ
൫ݕ


,
൯:
ൌ
 

,
を
仮
定
．

B
ro

ck
 a

nd
 D

ur
la

uf
 (

20
01

)の
ne

tw
or

k
へ
の
展
開
．

2
項
の
場
合
に
つ
い
て
検
討
．
複
数
均
衡

有
．

B
aj

ar
i e

t a
l. 

(2
01

0)
32

)

ܷ
,
ൌ
ߙ
′ 

,


߶
∑

݃ 
,




ॱ
ሺݕ

,
ሻ

∈
ே
ೝ
ሺ 
ஷ
ሻ


ߝ 

,

, 

ߝ 

,
~
݅݅
݀
ܩ	
݉ݑ

ܾ݁
݈ሺ
0,
ߠ
ሻ 

 

,
ൌ

ex
p
൬ߠ
ቀߙ
′ 

,

߶
∑

݃ 
,




ॱ
ሺݕ

,
ሻ

∈
ே
ೝ
ሺ 
ஷ
ሻ

ቁ൰

∑
ex
p
൬ߠ

ቀߙ
′ 

,

߶
∑

݃ 
,




ॱ
ሺݕ

,
ሻ

∈
ே
ೝ
ሺ 
ஷ
ሻ

ቁ൰
 
ୀ
ଵ

ॱ
൫ ݕ


,
൯:
ൌ
 

,

 

ॱ
൫ݕ


,
൯:
ൌ
 

,
を
仮
定
．

B
ro

ck
 a

nd
 D

ur
la

uf
 (

20
01

)の
ag

gr
eg

at
e
へ
の
展
開
．
２
項
の
場
合
に
つ
い
て
検
討
．

 複
数
均

衡
有
．

力
石
ら

 (
20

15
)35

)  
ܷ
,
ൌ
ߙ
′ 

,


߶
∑

ܰ


ॱ
ሺݕ

,
ሻ

∈
ே
ೝ
ሺ 
ஷ
ሻ


ߝ 

,

, 

ߝ 

,
~
݅݅
݀
ܩ	
݉ݑ

ܾ݁
݈ሺ
0,
ߠ
ሻ 

 

,
ൌ

ex
p
ቀߠ
൫ߙ
′ 

,

߶
∑

ܰ


,
ॱ
ሺݕ

,
ሻ

∈
ே
ೝ
ሺ 
ஷ
ሻ

൯ቁ

∑
ex
p
ቀߠ
൫ߙ
′ 

,

߶
∑

ܰ


,
ॱ
ሺݕ

,
ሻ

∈
ே
ೝ
ሺ 
ஷ
ሻ

൯ቁ
 
ୀ
ଵ

ॱ
൫ݕ


,
൯:
ൌ
 

,

,
ܰ


,

: 標
本

ܰ
の
母
集
団
の
人
口

 

ॱ
൫ݕ


,
൯:
ൌ
 

,
を
仮
定
．
母
集
団
全
体
の
相
互
作
用
を
外
挿
し

た
ag

gr
eg

at
e
モ
デ
ル
．

2
項
の
場
合
に
つ
い
て
検
討
．

 複
数
均
衡

有
．

(1
)
ߙ
′ 

,
ൌ
ߛ
∑

݃ 
,

ݔ 

,

∈
ே
ೝ
ሺ 
ஷ
ሻ


ߚ
ݔ 

,

ߟ 


( 外

生
効
果
，
相
関
効
果
を
反
映
し
た
定
式
化
の
場
合

)
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表
-4
 
相
互
作
用
を
考
慮
し
た
実
証
分
析
例

 

番
号

 
著

者

モ
デ

ル
の

種
類

[線
形

／
離

散
]

年
分

析
対

象

相
互

作
用

の
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